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地表ソース型空中電磁探査法の沿岸域への適用性検討について
Applicability of the grounded source airborne electromagnetics to coastal areas
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我が国の高レベル放射性廃棄物の地層処分において、沿岸域は有力な処分地候補の一つである。そして、地表調査と
ボーリング調査が主体となる概要調査における地表調査計画を効率的に立案することが重要である。
沿岸域では、海水起源の塩水と陸水起源の淡水の境界である塩淡境界の分布形態を知ることが重要であり、これを探

査する手法として電磁（電気）探査が有効と考えられる。この探査を地表から効率的に実施するためには、事前に空中
からの探査により概要を把握することが必要となる。
従来の周波数領域の空中探査では海水の影響により、海上で分解能を得られないこと、探査深度が浅いことが課題で

あった。この点、地表ソース型空中電磁探査は時間領域の測定データを取得するため、探査深度が深い。
今回、概要調査における地表調査計画立案への適用性を検討するために、堆積岩の分布する沿岸域での現地調査を実施

した。その結果、既往調査結果と概ね整合的であり、堆積岩の分布する沿岸域における適用可能性を示すことができた。
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